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趣   旨 

 

 現在、学術情報流通に関するシステムやサービスデザインに関する検討は、多方面で行わ

れているが、その成果は分散しており、全体的に見渡すことが困難な状況となっている。 

 そこでレポートの作成にあたっては、下図のような観点で学術情報流通に関わる 7 つの

テーマを設定し、諸委員会等における検討状況や提言、国内外の事例について文献等を中心

に調査を行い、現状と課題を整理した。その上で、今後 5年間程度を視野に入れた当面の方

向性を述べている。 

 

 執筆にあたって最も留意したのは、各テーマの全体像を容易に把握できるようなページ

数とすることであった。参考とした文献リストは各章末に整理したので、適宜参照が可能と

なっている。 

 

 学術情報システム委員会は、本レポートを学術情報システム全体を俯瞰する「見取り

図」として位置づけ、今後の方向性および具体的なアクションプランの策定を今後進める

予定である。また、本レポートを公開することにより、広く関係者の方々においても議論

が深化することを期待したい。 
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要   旨 

 
A. 統合的検索システムと利用者インターフェース 

 電子リソースの普及により、電子リソースと印刷体を共に検索する多機能なディスカバ

リー・インタフェースやウェブスケールディスカバリーの導入が進んでいる。しかし、国

内図書館システムベンダーによる OPACのディスカバリー・インタフェース化は行われて

いるものの、統合的検索システムは確立していない。さらに、ウェブスケールディスカバ

リーにおける日本語資料への対応が課題である。当面は、各検索システムが相互補完的に

機能することが予想されるが、学術情報の発見からアクセスまでを可能とする統合的検索

システムが引き続き必要とされている。 

 

B. 印刷体コレクションとメタデータ 

 利用の少ない資料を共同保存するシェアード・プリントは、国内での実施はごく一部に

留まっている。また、メタデータのあり方に関連して、CAT2020へ向けた検討が行われて

いるが、電子リソース対応や従来スキームとの整合性が検討課題となっている。なお、電

子リソースに対応する目録規則として、国内でも一部であるが RDAが導入されている。必

要とされる印刷体コレクションと電子リソースに等しくアクセスできる環境の構築が求め

られる中、シェアード・プリントのような取り組みや、印刷体中心であったこれまでの取

り組みから、電子リソース等にも対応したメタデータ管理の枠組みが必要である。 

 

C. ILL サービス：文献複写・現物貸借と文献の入手 

 NACSIS-ILLにおける文献複写処理件数の大幅減や CAT2020に関わる仕様変更、GIFプロ

ジェクトの終了、さらに文献入手手段の多様化など、ILLに纏わる枠組みが変化してい

る。また、ILLの枠組みの中では、電子リソースの ILLや資料の電子的送付への対応が課

題となっている。そこで、ILLを複合的な資料アクセス環境の一部と位置付けた上で、資

料アクセス環境の総体的な検討が必要である。その際、各機関レベルにおいては電子リソ

ースも含むコレクション再構築や費用負担の枠組みの検討、大学図書館コミュニティレベ

ルにおいては、NACSIS-ILLの改修や国内全体での ILL効率化などの方策が考えられる。 

 

D. 電子リソースとメタデータ 

 電子リソースの管理・提供システムとして主に海外ベンダー製品が導入されているが、

印刷体を扱う既存の図書館システムとの組み合わせがシステムの複雑化を招いている。ま

た、電子ブックタイトルが増加する中、効率的な選書・発注、提供の仕組みが求められつ

つある。さらに電子リソースに特有なライセンス情報の管理と共有も課題である。そして

今後は、研究データへの対応も求められる。そうした中、電子リソースのメタデータ整備
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においては、出版社などとも協力しつつ、従来の機関単位ではなく大学図書館コミュニテ

ィとして、印刷体も含む学術情報全体を対象として取り組んでいく必要がある。 

 

E. オープンアクセス 

 グリーン OAとゴールド OAが併存している状況がある。そこにおいて、グリーン OAに

関わる OAポリシーを策定している機関は、国内ではまだ多くない。また、機関リポジト

リも紀要や学位論文の公開基盤の役割は果たしているものの、グリーン OAについては限

定的である。加えて、OAジャーナルの興隆に伴い、学術情報流通に係るコスト把握も課題

となっている。今後は、OA ポリシーの策定を進めるとともに、研究者のワークフローに組

み込まれた機関リポジトリの運用が求められる。また、OAジャーナルへの対応としては、

各機関における APC総額の把握が必要となる。 

 

F. オープンデータ 

 政策としてオープンサイエンスが推進されているが、国内においては、一部の機関や研

究分野での対応に留まっている。今後は、各機関におけるオープンデータについての意識

共有化から研究データに関する実態把握、さらに研究データ公開の基盤や支援体制の整備

が課題となる。また、研究データを扱う人材育成も各機関に求められる。当面は、大学図

書館コミュニティとして、NIIオープンサイエンス基盤センターのあり方の議論、包括的

レベルでのガイドライン制定や研究データについての調査などに取り組む必要がある。 

 

G. デジタルアーカイブ 

 政策や研究利用において、デジタルアーカイブの整備が求められている状況がある。し

かし、デジタルアーカイブの統合的検索システムは未だ存在しない。また、利用促進に関

わる各機関の利用ライセンス整備は進展していない。さらに、デジタルアーカイブの持続

性を担保する人的・財政的なリソースも課題である。統合的検索システムの整備も視野に

入れつつ、各機関においては、持続可能なデジタルアーカイブ構築と併せて、メタデータ

の共有や標準的システムの整備を行う必要がある。また、利用を活性化させるために、利

用しやすい提供方法の整備も求められる。 
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A. 統合的検索システムと利用者インターフェース 

 

1. 現状 

1-1. ディスカバリー・インターフェースの導入 

学術情報流通は長く印刷体コレクションを中心に行われており、大学図書館は印刷体コ

レクションの検索のための利用者インターフェースとして OPAC（Online Public Access 

Catalog）と呼ばれるシステムで書誌情報、所在情報を提供してきた。 

近年、学術雑誌については電子ジャーナルが、学術書籍については電子ブックが理工系

分野ばかりでなく人文・社会科学分野においても浸透し、オンラインアクセスとなってき

ており 1)、大学図書館では、オンライン一次情報を見つけ出すために、電子リソースリス

ト（A-Zリスト）や、二次文献データベース、OPAC、文献データベースの検索結果から電

子リソースのフルテキストへのナビゲーションをおこなうリンクリゾルバといった最適な

学術情報資源への入手方法の仕組みが開発され、契約する機関もある 2)3)。ここ数年はディ

スカバリー・インターフェース（次世代 OPAC）という検索のための利用者インターフェー

スが登場し、導入が進んでいる。 

特徴としては 1つの検索ボックス、関連度による検索結果一覧、ファセットナビゲーシ

ョン、レコメンデーション（推薦機能）、充実したメタデータがあげられており、電子、

印刷体にかかわらず、図書館が提供するあらゆるコンテンツへのアクセスができるように

なってきている 4)。 

 
1-2. Web技術の進展とウェブスケールディスカバリー 

Web 技術の進展により、RSSや API技術を活用して、書影や目次、他データベースへの

リンク、ニュースなどの表示が容易になっている。また、サービス提供者向けに OAI-PMH

（Open Archives Initiative Protocol for Metadata Harvesting）といった規格を使用

し、定期的に自動でデータ更新可能なハーベスティング用 APIを提供する事例も増えてお

り、他機関作成のデータであっても自機関のデータと同様に表示することも可能になって

いる 5)。他にも英語やその他言語の多言語対応、オープンアクセス資料対応、ソーシャル

機能として、レビューや文献共有ツールとの連携、引用文献数や学術論文の影響度を評価

する指標オルトメトリクスの導入、貸出、検索履歴を利用したリコメンデーション機能も

導入されており、スマート機器など多様なデバイスへの対応も必要になってきている。 

ディスカバリー・インターフェースとあわせて、ウェブスケールディスカバリーと呼ば

れるサービスの導入も進んでいる。これは SaaS（Software as a Service）やクラウドと

呼ばれるソフトウェア技術を使った検索システムで、サービス提供ベンダーが出版社など

コンテンツプロバイダーから事前にライセンス契約の電子ジャーナル論文、電子ブックな

どのコンテンツデータ提供を受け、一括してインデキシングをおこなうことにより、導入

機関は個別にデータ収集してインデックスを作成する必要がなく、充実したメタデータを
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導入機関それぞれにカスタマイズした画面により、オンラインで検索することができる。

横断検索を使用した統合検索システムと比較して検索結果のレスポンスを速く表示するこ

とができるようになっている 6)。 
 

ウェブスケールディスカバリー概念図 
 
2. 課題 

2-1. 異なるスケールとウェブスケールディスカバリーの「日本化」 

国内の図書館システムベンダーの OPACのディスカバリー・インターフェース化が進ん

できているが、日本では電子も含めた集中化した統合的検索システムは確立されておら

ず、インスティテューションスケールとウェブスケールの中間的なコンソーシアムスケー

ルの導入が少ない。現在、これからの学術情報システム構築検討委員会において、電子情

報資源・印刷体を区別することなく統合的に発見し、さらに、最終的に必要とする学術情

報にアクセスできる環境を構築するため、電子情報資源のデータ管理・共有と NACSIS-

CAT/ILL の再構築(軽量化・合理化)が検討されており、国内コンテンツのメタデータ捕捉

のため ERDB-JPの整備・運用や商用コンテンツのライセンスデータの管理・共有のため

JUSTICE との連携、コンソーシアムと機関の間で情報共有が行える管理基盤・ワークフロ

ー構築の検討など多方面から検討や整備が進められている 7)。これら異なるスケールの検

討にあわせて、利用者個人に属するデータを活用したインディビジュアルスケールの個人

向けインターフェースへの対応も課題である 8)9)。 

ウェブスケールディスカバリーは図書館システムの他に電子情報資源管理システムやナ

レッジベースなど複数のシステムを組み合わせて業務を行う製品群である LSP（Library 

Services Platform）との親和性が高いため、LSPとともに導入されると複数の管理システ
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ムの統合による業務の効率化や多機能化が期待されるが、国産の図書館システムや

NACSIS-CATP の対応は事例が少なく導入のハードルが高いと考えられる 10)。 

また、ウェブスケールディスカバリーは新しい技術でかつサービス提供ベンダーが Ex 

Libris 社、EBSCO 社、ProQuest社、OCLCなど海外ベンダー中心のため、日本語資料が十

分に登載されておらず、英語文献や中国語文献と比べると網羅性が低い、また日本語資料

を登載しようとしても収録許諾や契約締結など手続き処理が必要となり、商品の場合はデ

ータベースとして高額な上、カスタマイズが必要となった場合、日本語対応も含め対応が

遅くなることもある 9)11)。 

 
3. 方向性 

3-1. 望まれるシステムと相互補完 

現状、OPAC とウェブスケールディスカバリーを併用している機関も多く、これから統合

的検索システムとしてウェブスケールディスカバリーが定着していくかどうかは未知数で

ある。一方、OPACのディスカバリー・インターフェース化は国内ベンダーのパッケージ対

応により継続して進行していく可能性が高い。国内では、国立情報学研究所が研究デー

タ、研究者、研究プロジェクト情報を取り込んだ形での NII学術情報サービスの次世代検

索サービス「CiNii Research（仮称）」12)、国立国会図書館が分野横断統合ポータル「ジャ

パンサーチ（仮称）」13)といった大規模な統合的検索システムの開発を進めており、各種文

献データベースもディスカバリー・インターフェース化する傾向にある。しばらくは統合

的検索システム同士が API技術等を利用しつつ、互いのシステムを相互補完していくと思

われる。今後システムとしてはどのような方向に進むにせよ、電子・印刷体など媒体を区

別することなく統合的に検索することができ、発見し、さらに、最終的に必要とする学術

情報にアクセスできるシステムが引き続き望まれる。 
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B. 印刷体コレクションとメタデータ 

 

1. 現状 

 平成 29年度の学術情報基盤実態調査によれば、2016年 3月末時点で大学図書館が所蔵す

る印刷体の総数は 3億 2千万冊にのぼり、前年度から 170万冊程増加している 1)。電子リソ

ースの重要性は年々大きくなっているが、大学図書館は当面の間、印刷体と電子リソースの

ハイブリッド図書館としてその役割を果たしていく必要がある。増加する印刷体の所蔵ス

ペース確保、利用者が必要な情報にたどり着くためのメタデータ整備は引き続き図書館の

主要な業務であり続ける。この章では、蔵書スペース確保の手段の１つである「シェアード・

プリント」、30 年もの間、学術情報流通を支えた NACSIS-CAT の再構築のためのプロジェク

トである「CAT2020」、新たな目録規則「RDA」について触れる。 

 
1-1. シェアード・プリント 

シェアード・プリントとは、「電子リソース普及とアクティブ・ラーニング・スペースの

拡大を背景に、利用が少なくなった冊子体資料を共同保存する取り組み」である 2)。その形

態には、参加するそれぞれの図書館が分担して責任を持って資料を保存する「分散型」と、

共同の書庫に資料を保存する「集中型」がある 3)4)。シェアード・プリントが生まれた背景

には、図書館の役割の変化がある。ラーニング・コモンズを初めとするアクティブ・ラーニ

ング・スペース等、蔵書スペース以外の場所の重要性が図書館の中で増大している。蔵書ス

ペースの狭隘化も常に図書館を悩ませ続ける問題であり、蔵書スペースの効率的な利用は、

これからの図書館にとって非常に重要な課題である 5)6)。 

アメリカの西部地域保存団体(Western Regional Storage Trust, WEST)は、北米の 100以

上の図書館等が参加する代表的な雑誌のシェアード・プリントプログラムである 7)8)。この

WEST の大きな特徴は、電子ジャーナルの有無と参加館における重複資料数の多寡を基準に

「消失リスク」を考えた上で保存ルール等を決めている点である 9)。詳細な事例は森石氏

2)9)、村西明日香氏 10)の論文を参照されたい。 

日本でも、2014年に千葉大学、お茶の水女子大学、横浜国立大学の 3大学がシェアード・

プリントの取組みを開始している 11)。北海道大学でも、2015 年から学内所蔵の雑誌につい

て学部間でのシェアード・プリントを実施している。 

 
1-2. CAT2020  

2009 年 3 月に、国立情報学研究所学術コンテンツ運営・連携本部 図書館連携作業部会

（次世代目録ワーキンググループ）による「次世代目録所在情報サービスのあり方について

（最終報告）」12)が発表され、この中で NACSIS-CATの電子資料への対応の必要性、データ構

造の問題点、運用体制の抜本的な見直しが提起されている。その後、「これからの学術情報

システム構築検討委員会」による検討が進められ、2016 年 8月の「NACSIS-CAT/ILLの軽量
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化・合理化について（基本方針）」、2017 年 2月の「NACSIS-CAT/ILLの軽量化・合理化につ

いて（実施方針）」、および 2017 年 1月の「「NACSIS-CAT/ILLの軽量化・合理化について（実

施方針）」からの変更について」の中で、いわゆる CAT2020 の概要や基本方針、実施方針が

発表された 13)。 

NACSIS-CAT の見直しが行われた背景には、電子リソースの増加や図書館の目録担当者の

大幅な減少という学術情報流通現場の環境の変化がある。このような変化に対応するため

「実施方針」の中では、軽量化（人的作業の軽量化）と合理化（機械処理への移行、外部と

の連携強化）を進めるため、「書誌作成システム」と「書誌利用システム」の明確な分離が

謳われている 13)。 

CAT2020 の具体的な特徴は、1) 出版物理単位での書誌作成（いわゆる VOL積の禁止）、2) 

書誌構造リンクの見直し（親書誌の作成・リンク形成等の任意化）、3) 外部機関作成データ

の活用（外部機関が作成した書誌データは、作成時の目録規則をそのまま適用）、4) 自動登

録・自動リンクの強化（所蔵の自動登録、著者名典拠データと登録書誌データの強化を図る）、

の 4点である。 

書誌管理作業の軽量化のため、レコード調整を廃止し、修正項目を発見館が修正できる項

目と修正できない項目に分ける。修正できない項目があった場合には、別書誌を作成するこ

とになる。また、目録作成作業の軽量化として、複数の参照 MARC を登録できるようにする。

従来の BOOK ではなく、PREBOOKという新たなデータセットを用意し、ここに登録する。ISBN

が同一の書誌が存在する場合には、分類、件名等の情報を既存の書誌に追加し、新規登録は

行わない。 

CAT2020 は現在の所、図書のみを対象としている。雑誌についてはシステムの完成度が高

いため、現在のシステムを継続して使うことになっている。また、印刷体を主な対象として

いた NACSIS-CATの性質も CAT2020にそのまま引き継がれるので、電子リソースについては、

別途検討されることになる。 

 
1-3. RDA (Resource Description and Access) 

RDA は、AACR2(Anglo-American Cataloguing Rules. 2nd ed.)から改定された目録規則

で、2010年に完成した。AACRから RDAが生まれた背景には、電子リソースに代表される資

料形態の多様化、カード目録から OPACという検索環境の移行、利用者の利便性向上意識の

高まりといった事情がある 16)。 

RDA は FRBR(Functional Requirements for Bibliographic Records=書誌レコードの機能

要件)、 FRAD(Functional Requirements for Authority Data=典拠データの機能要件) と

いう概念モデルが基になっているとされる 17)18)。また、FRBR、FRAD に加え、主題典拠デー

タの機能要件である FRSAD(Functional Requirements for Subject Authority Data)を統合

した概念モデル IFLA LRM(IFLA Library Reference Model)が 2017年の 8月に公開されてい

る 19)。 
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米国議会図書館が 2013年 3月から RDAを採用することを受け、国立国会図書館でも 2013

年 4 月から洋図書等の目録規則に RDA を採用しており、慶應義塾大学メディアセンターも

2017年 4 月から RDA を採用している 20)。2018 年改定予定の日本目録規則（NCR）も RDAに

対応することが明言されている 21)。 

AACR2は主に 1館でカード目録を作成することを目的とした規則である。それに対し RDA

は、その序文に「資源(resource)の発見を支援するデータを形成するためのガイドラインで

あり指針を提供する」とあるように、電子リソースも含めた、利用者が求める情報に辿りつ

くためのメタデータを作成するための規則と言える 22)23)。 

 
2. 課題 

 シェアード・プリントは日本でも実施されるようになったが、まだその動きは鈍い。所蔵

スペースや保存資料の選定等、参加館の合意形成をどのように行うか等、検討することも多

く、その実現には多くの労力（場合によっては費用）が必要とされる。図書館スペースの有

効活用は非常に大きな課題であり、シェアード・プリントの実現について、全国的な検討が

望まれる。 

 CAT2020は、図書、それも従来通り印刷体が主な対象である。今後電子リソースについて

も検討されていくことになるはずだが、リリース時には間に合わない。電子リソースの重要

性は今後もますます大きくなるため、早急な対応が求められる。電子リソースの管理につい

ては、ERDB-JP24)や LSP（Library Services Platform）25)も選択肢に入ってくる。あらゆる

可能性を含めた議論が望まれる。 

大きな変化である VOL 積の禁止、並列書誌の存在の許容、書誌調整の原則廃止について、

「これからの学術情報システムに関する意見交換会 2017」26)でも懸念の声が寄せられてい

る。これらの意見に対し、リリースまでにどれだけ応えられるか、もしくは理解が得られる

説明ができるかが大きな課題と言える。また、図書館システムベンダーとの情報交換も早い

段階から行う必要がある。 

 RDAは日本でも一部の図書館で既に導入が始まっている。RDA はこれからの書誌情報の記

述に非常に有用なものであるが、その理解には多大な労力が必要であり、日本の図書館関係

者への浸透は不十分である。この点も今後の改善が望まれる。 

 

3. 方向性 

 電子リソースの増加傾向は今後も大きくなって行くと予想されるが、印刷体の有用性も

当面は低下することはない。重要なのは全ての両方の資料に対し、利用者が容易に辿り着け

る環境を構築することである。 

 図書館の役割も多様化してきており、蔵書スペース以外の重要性が大きくなってきてい

る。蔵書スペースと、利用者が必要とするスペース確保を両立させるには、単独の図書館で

の対応には限界がある。シェアード・プリントのような、機関を超えたプロジェクトの模索
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が今後も必要になってくる。 

 CAT2020の基本方針である軽量化と合理化は、図書館の専任職員が減少を続ける現状では

必須の要件である。実施方針については、「これからの学術情報システムに関する意見交換

会 2017」で出された意見を元に変更が加えられる（レコードセット PREBOOK の追加）等、

現場の声を取り込みながら改良されている。軽量化、合理化というコンセプトを活かしつつ、

現場懸念を払拭する対応が今後も必要である。また、電子リソースへの対応も含めて、2020

年予定のリリース後も、継続的な改訂が必要になると予想される。 

 2018 年中に改訂予定の日本目録規則も RDAに対応予定である。RDAが生まれた背景には、

電子リソースを初めとする様々な形態の資料の重要性の高まりがある。これからの図書館

界に必要な要素を含んでいるため、RDAの必要性は今後高まっていくと予想される。今後に

備え、RDAの理解を深めておく事が図書館関係者にも求められるだろう。 
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C. ILLサービス：文献複写・現物貸借と文献の入手 

 
1．現状 

1-1. NACSIS-ILLの動向 

 1992 年のサービス開始より日本の大学図書館間の ILL において中心的な役割を果たして

きた NACSIS-ILLであるが、処理件数のうち複写は継続的に減少しており、ピーク時（2005

年度）の約 110 万件から、2017 年度には約 50 万件と半分以下の件数に落ち込んでいる 1)。

文献複写件数の低下については和雑誌と洋雑誌の傾向の違いはあるものの、和洋いずれに

ついても有料無料をふくめた電子的なアクセス環境の拡大がその背景にあると考えられて

いる 2)。一方で現物貸借の件数は目を見張るほどの大きな処理件数の変化は無い 1)。 

 システムとしての NACSIS-ILLについては、これからの学術情報システム構築検討委員会

において示された「NACSIS-CAT/ILL の軽量化・合理化について（基本方針）」3)および「同

（実施方針）」4)に基づいて 2020 年のシステム更新に向けた検討が進められている。ここで

は書誌作成システムと書誌利用システムの分離が想定されており、後者が NACSIS-ILLにお

いて使用するものとなる。同委員会では「NACSIS-ILLについては、NACSIS-CATの変更にと

もなう変更部分までを今回の検討対象」4)としており、NACSIS-CAT 側（書誌作成システム）

の MARC を使用した書誌の事前登録や書誌の並立の許容などの大きな変更に対応して、書誌

利用システム側では事前登録書誌（「PREBOOK」データセット）の検索対象からの回避や並立

書誌の名寄せ提供といった業務効率を維持する仕様が検討されている 4)5)。 

 
1-2. 海外との ILLの動向（GIFプロジェクトについて） 

 ISO ILLプロトコルの変更に伴い、現行の GIFフレームワークの根本的な見直しが必要と

なったため、システム改修や、手作業で相手システムとのデータ処理を行う「エージェント

方式」などさまざまな方策が検討されたが、予算・運用両面から妥当な解決策が見つからな

かった。この検討過程において、GIFを通じた北米および韓国からの依頼内容を分析した結

果、大部分は国立国会図書館を含む他の手段で提供可能であることが分かり、一方で日本か

ら海外への依頼については主たる受益者は少数の特定の大学でもあることから、GIFプロジ

ェクトの継続には合理性がないと判断が為され、その終了が決定した 6)7)。終了時期は日米

については 2018 年 3 月末、日韓については 2022 年 3 月末（目途）である。GIF 終了後は、

相手館に直接コンタクトを取って IFLAバウチャーなど他の手段で決済することとなるが 8)、

OCLC WorldShare ILL など他の手段を検討する機関も出てきている 9)。 

 
1-3. ILL以外の学術情報の入手環境の動向 

 自機関で冊子・電子を問わず入手不可である場合の文献入手手段の 1 つとして ILL があ

るが、ILL以外にもさまざまな選択肢があり、入手環境も大きく変化している。 

 まず出版社からの直接入手である。Pay Per View（PPV）と呼ばれる論文単位での電子フ
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ァイル購入や、レンタル（short-term loanとも）など、通常の PPVより安価な価格設定で

の販売を多くの出版社が開始し、論文への電子的アクセスの選択肢が広がっている。また、

機関で PPV 利用権を一括で前払い購入できるという方式を提供する出版社も出てきている

10)。 

 出版社以外の第３者からの入手として、国立国会図書館の遠隔複写サービスが大学図書

館でも広く利用されている一方で 11)、他にも民間のドキュメントデリバリーサービスが複

数存在している。これまで後者は、単価の高さもあって大学図書館では優先順位の高い選択

肢ではなかったが、電子ジャーナルの購読見直しの際を中心に、補完的な手段の 1つとして

も検討され始めている 10)12)。 

 研究者間での直接の論文共有の動きも広がっている。日本の 2014年の調査では、必要な

文献が自機関で入手できない際に友人や知人を通じて入手するという層が 25～30%程度い

た 13)。また、2015-2016 年の世界規模の調査では、論文入手手段として半数程度が

ResearchGateを使用、30%程度が著者に Eメールする、と回答している 14)。このような状況

の中、国際 STM 出版社協会は『学術共同ネットワークにおける論文共有に関する自主的原

則』15)を表明して論文を共有可能なグループの範囲について示したり、出版社毎の論文共有

ルールを確認可能な How Can I Share It?16)という Webサイトを立ち上げたりと、適切な方

法での共有を促している。また、保存・印刷禁止設定の PDF ファイルのケースが多いもの

の、複数の出版社が著者本人のみ使用可能な論文本文への共有用 URLを提供したり、さらに

は著者だけでなく定期購読者にも共有用 URL利用権を提供する SpringerNatureや Wiley等

の動きも出てきている 17)18)。この共有用 URLは機関リポジトリや著者の Webサイト、SNSな

どで使用できる場合も多く、オープンアクセスの次善の策ではあるが、文献入手の側面でも

今後の動向が注目される。 

 
2. 課題 

2-1. 電子資料の ILL 

 これからの学術情報システム構築検討委員会が「電子情報資源を含む総合目録データベ

ースの強化」に関する事項を企画・立案することを所掌として設置されていることからも分

かるとおり 19)、電子資料の ILL へのシステム的な対応が大きな課題として以前から指摘さ

れている 20)21)22)。多くの出版社が少なくとも ILLによる印刷物の提供を認めている一方で、

NACSIS-CAT への電子資料の登録は進んでおらず、ノウハウを持っている担当者・機関が

NACSIS-CAT とは別の手段で契約状況を確認して ILLを依頼している状況である 23)。 

 現在、これからの学術情報システム構築検討委員会電子リソースデータ共有作業部会を

中心に、JUSTICEや出版社のもつ提供条件やタイトルリストを用いた、電子資料契約情報の

効果的な共有手段について様々な面から検討が進められている 24)。とくに洋雑誌について

各機関で冊子体から電子版への切り替えがますます進んでいく中で 25)、今後も ILL によっ

て継続的に資源共有をしていくためにはこの課題への対処が急務となってきている。 
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2-2. 図書館間の電子的送付（DDS） 

 国公私立大学図書館協力委員会と学術著作権協会との合意により、対象資料について冊

子体からの複写物の FAXおよびインターネット送信（メール送信含む）が可能となっている

が 26)、広く利用されているとは言い難い 27)。対象資料であるか、依頼先が DDS 対応可能で

あるか等を業務フローの中でスムーズに確認できないことなどが要因と考えられる。 

 また、電子資料の DDS については契約において、ARIEL 等の secure な手段での送信に限

定されているケースがあるが、国内で対応できる機関は多くないと思われる。海外では、韓

国の dCube28)や OCLC Article Exchange29)など、国やコミュニティレベルで開発や導入を行

い、複写物については電子的な送付が ILLの基本となっている事例がある。電子版への即時

のアクセスが当たり前となった状況下で、ILLのベースが郵送という対応で良いのか、今一

度電子的送付について検討する時期に来ているだろう。 

 
3. 方向性 

3-1. 各機関レベル 

 ILLを単なる対利用者サービスの 1つの機能と切り離して考えるのではなく、資料への総

合的なアクセス環境の 1つの部分として考える必要が改めてでてきているように思われる。

その具体的な事例の1つとして、電子ジャーナル Big Deal契約からの離脱への対応がある。

国内では、Big Deal契約終了の際に ILL・ドキュメントデリバリーサービスの無料化や 12)30)、

PPV 利用権の一括前払い購入などの手段 10)を組み合わせて、アクセス環境の維持を行おう

という試みが為されている。また、海外では ILLの平均単価と電子ジャーナルの Cost Per 

Use を比較してコレクションの再構築を行ったという事例 31)もある。このように、利用者の

資料へのアクセス環境について ILL 等を複合的に組み合わせて再検討するならば、必要と

する資料へのアクセスが乏しい構成員に受益者負担してもらう形でよいのかという点 2)、即

ちどの範囲までを機関側として費用負担するかについても改めて考える必要があるだろう。 

 
3-2. 大学図書館コミュニティレベル 

 上述の GIF 終了後の海外 ILLや電子資料の ILLについてなど、ILL業務を取り巻く大きな

変化に対処するため、改めて情報共有・情報交換していき、共通の理解を築いていく必要性

があると考えられる。既存の NACSIS-ILLシステムについても、項目の標準化など小規模な

改修を行うだけでも、業務の効率化が図れるだろう 32)33)。また、海外では、ILLとドキュメ

ントデリバリーサービスを利用者インターフェース上で一体的に提供したり 34)、ILL 業務

を行う館を政策誘導的に集中化して国内の ILL 全体を効率化したり 35)、といった事例もあ

る。各機関における ILLの位置づけの再考だけでなく、日本全体レベルの資源共有の在り方

についても議論が求められている 11)36)。 
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D. 電子リソースとメタデータ 

 

1. 現状 

 印刷体の書誌・所蔵情報は、共同分担目録方式により構築された総合目録データベース

NACSIS-CAT と、CATP対応クライアントを作成するベンダーから提供される図書館システム

により管理・提供されてきた。しかし、購入・契約方法や管理方法など印刷体とは異なる特

徴をもつ電子リソースは既存の図書館システムでの管理にはなじまず、海外ベンダー製の

電子リソース管理・提供システムが大学図書館を中心に導入されている 1)。 

 電子リソース管理・提供システムの主なものとしては、機関内で利用可能な電子リソース

についてタイトル検索や一覧表示できる電子リソースリスト（A-Zリスト）、OPAC や二次文

献データベースの検索結果から電子リソースのフルテキストへのナビゲーションをおこな

うリンクリゾルバ、電子リソースの契約・支払情報を管理するための電子リソース管理シス

テム（Electronic Resources Management System : ERMS）がある。これらのシステムは、

ベンダーが世界中の出版社等から収集した電子リソースに関するメタデータを集約したナ

レッジベース（Knowledge Base）を基盤にして構築されている 2)。一方、利用者向けの検索

サービスとしては、二次文献データベースの横断検索システムや OPAC の検索機能を向上さ

せた次世代 OPAC が登場し、最近では、印刷体と電子リソースの統合検索を実現したディス

カバリーサービス 3)が国内の図書館でも導入されている。 

 電子ジャーナルや電子ブックの発見可能性の向上を目的として、冊子体の検索手段とし

て提供されていた OPAC に、ナレッジベースや出版社から提供される MARC を変換して電子

リソースのメタデータを投入している例も多い 4)5)6)。一方、ディスカバリーサービスでは

提携先の出版社から収集されたメタデータがあらかじめ検索可能な状態で図書館に提供さ

れる。ナレッジベースのメタデータや MARC は雑誌や図書のタイトル単位の情報であるが、

ディスカバリーサービスでは雑誌では論文単位、一部の図書では章節単位でメタデータが

作成され、さらにフルテキストがインデクスに含まれている場合には電子リソースの発見

可能性がより高くなる。ただし、出版社などとの合意が得られていないメタデータはディス

カバリーでも検索できないため 7)、MARC や OPAC に登録した電子ブックのメタデータをディ

スカバリーにアップロードして検索可能にしている館もある 8)9)。印刷体と電子リソースの

統合検索を実現するためには、図書館システムや電子リソース管理・提供システムなどの複

数のシステムを組み合わせてメタデータ管理をする必要があり、システムが複雑化する傾

向にある。 
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2. 課題 

2-1. 電子ブックのメタデータの管理・提供 

 欧米の出版社やアグリゲーターから提供される外国語の電子ブックに加えて、日本語学

術書の電子ブックのタイトル数も増加している 10)。電子ブックは、同一の資料が出版社や

アグリゲーターなどの複数のプラットフォームから提供され、それぞれのプラットフォー

ム毎に利用条件、購入方法や価格が異なる場合が多い 11)12)。タイトル単位で選書する場合

は、価格や利用条件を比較し、他のプラットフォームで既に購入済みでないかの重複調査が

必要になるなど、選書・発注業務が煩雑になりやすい。また、EBA（Evidence Based 

Acquisition）モデル 13)による電子ブックの購入では、利用統計やリクエストなどから利用

者の利用傾向や属性情報を参考にした選書が可能な点が特徴であるが、そのためには、試読

対象の電子ブックの発見可能性をいかに高めるかが重要となる 14)。これまでのメタデータ

管理は購入済みの電子リソースが主な対象であったが、未購入でも利用可能な電子ブック

をどのように利用者に提供していくかを検討する必要がある。選書・発注から提供まで電子

ブックに係る業務全体でスムーズにメタデータが流れるような仕組みをどのように整備し

ていくかが課題となっている。 

 
2-2. メタデータの発信・連携 

 ディスカバリーサービスの登場により、日本語の電子リソースやそのメタデータの流通



17 
 

不足が指摘されるようになった 15)。大学や研究機関が運営する機関リポジトリもオープン

アクセスのコンテンツプロバイダーの一つであり、ハーベストや IRDBを通じて論文単位の

メタデータは流通して発見可能性は向上しているものの、紀要全体が登録されているよう

な場合の雑誌単位のメタデータの整備が課題となっている。A-Zリストやリンクリゾルバか

ら機関リポジトリに搭載された紀要にアクセスするためには雑誌単位のメタデータがナレ

ッジベースに登録されている必要がある。ERDB-JP16)17)のような共有の仕組みが構築されて

いるが、機関リポジトリの数と比べるとパートナー機関はまだ少ない。オープンアクセスの

電子リソースの発見可能性をさらに向上させるためにもコミュニティ全体でメタデータを

管理・発信していくことが求められる 18)。 

 また、国立国会図書館デジタルコレクションや HathiTrustなどのデジタルアーカイブが

登場し、利用可能な電子リソースも増加している。資料保存やシェアード・プリントの観点

から印刷体の代替資料としてデジタル化資料を有効活用するためには、検索可能なメタデ

ータの流通に加えて、書誌 IDや ISBN/ISSNなどの識別子をキーにした書誌情報と電子リソ

ースのメタデータとの同定や連携をおこない、利用者に対して印刷体の書誌情報からデジ

タルアーカイブへナビゲートしていくことが求められる 19)20)。 

 
2-3. ライセンス情報の管理・共有 

 電子リソースの利用に際しては、書誌情報にあたる記述メタデータ以外にも、出版社と取

り交わすアグリーメントに記載されている利用条件、例えば ILLでの提供、リモートアクセ

ス、Walk-in-Userの利用可否などのライセンス情報も重要になる。ERMS等であらかじめ電

子リソースのライセンス情報を管理しておくことにより、他館から ILL 依頼や参考調査が

あった際に、A-Zリストやリンクリゾルバから利用条件が確認でき迅速な対応も可能となる。

ライセンス情報を適切に管理することは業務の効率化や利用者サービスの向上につながる

一方で、導入や管理コストの高さから国内で ERMSが運用されている事例は少ない 21)。これ

からの学術情報システム構築検討委員会電子リソースデータ共有作業部会では、課題解決

の方法として図書館サービスプラットフォーム（Library Services Platform: LSP）の共同

運用によるライセンス情報を含めた電子リソースのデータ共有について検討がおこなわれ

ている 22)。 

 
3. 方向性 

 海外では、OASIS23)や GOBI24)といった印刷体、電子ブックを含む書籍の選書・発注用シス

テムが存在し、図書館システムや LSP と連携することで選書・発注の負担が軽減されてい

る。機関向けの日本語学術書の電子ブックのタイトル数が増加するにつれて、国内でも同様

の選書・発注用システムへのニーズが高まるのではないかと推測される。また、EBAのよう

なモデルが普及した場合は、利用統計が購入可否の判断材料となるため、COUNTER25)に対応

していない国内のベンダーにも準拠への働きかけをおこなう必要がでてくる。今後は、利用
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統計を含めた電子リソースのメタデータについて、選書・発注から提供まで効率的に管理で

きるような環境を、他機関や出版社・代理店等と協力して整備していく必要がある 26)。 

オープンサイエンス時代が到来し、研究データのような新たな電子リソースについても

発見可能性の向上が求められている。相互運用可能な標準化されたメタデータの作成・発信

に加え、既に流通している学術資料のメタデータや ORCID などの著者 IDと連携・組織化す

ることで、利用者が必要とする学術情報を統合的に発見できる環境を実現させていく必要

がある 27)。 

 また、各機関が契約・購読していない有料の電子リソースを利用者にどのような方法で提

供するかは学術情報システムの重要な課題である。Pay Per View や Document Delivery 

Service など学術文献の入手方法が多様化しており、ILL文献複写の総件数が減少傾向 28)に

あるとはいえ、現状でも NACSIS-ILL上ではかなり電子ジャーナルの文献複写がおこなわれ

ていると推測される 29)。今後も大学図書館が提供する学術情報システムとして ILL を維持

していく場合は、利用者サービスの向上や業務効率化の観点からも電子リソースのライセ

ンス情報の共有が必要になる。 

 印刷体と電子リソースの統合管理や、これまで単館で運用されてきた電子リソース管理・

提供システムの限界や、電子リソース管理に関するデータ共有の必要性などを背景として、

近年海外や国内の一部の図書館で共同運用による図書館システムの導入が進んでいる 30)31)。

今後は、統合的発見環境の実現に向けて、電子リソースだけでなく、印刷体を含めた学術情

報全体のメタデータ管理・共有について、コミュニティ全体で検討していくことが必要とな

るだろう。 
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E. オープンアクセス 
 

1. 現状 

オープンアクセス（OA）とは、文献がインターネット上で公開され、無料での閲覧を含め

た自由な利用が可能になっている状態を指す 1)。OA が推進されてきた背景には、雑誌価格

高騰への対応や、公的資金による研究成果への公開の要求など、さまざまな論点があるが 2)、

現在に至るまでの OA 運動の歴史については、紙幅の都合で省略し、本稿では特に近年の動

きに絞って、機関リポジトリ等へのセルフアーカイブ（“グリーン”）と、著者が論文処理費

用（APC）を負担して OAジャーナルに投稿するもの（“ゴールド”）のそれぞれの動向、およ

び、それらの背景にある政策的な動きについて述べる。なお、英国および欧州における直近

の OA の進捗状況については、それぞれ報告書 3)4)が公表されており、そちらも参照された

い。 

 
1-1. 政策的な推進 

2010年代に入って以降、G8や Global Research Councilでオープンサイエンスに関する

合意がなされる等 5)6)、オープンサイエンスは世界的にも公的に推進される動きとなってい

る。わが国でも、内閣府の検討会による報告書 7)や、「第 5期科学技術基本計画」8)に、OAを

含むオープンサイエンスの推進が明記された。 

各国の研究助成機関においても、OAの義務化や推奨が進んでいる。英国がいわゆる Finch

レポート 9)で、OA の中でもゴールド OAを重視する政策を採用し、EU では 2014 年からスタ

ートした Horizon2020 において OA義務化を打ち出している 10)。米国では、国立衛生研究所

（NIH）が先駆的に OA 義務化をスタートさせていたが、2013 年に科学技術政策局（OSTP）

が、年間 1億ドル以上の助成を行うすべての政府機関に OA拡大の指示をおこない、2017年

までに対象機関すべてが OA方針を策定した 11)。 

 
1-2. 機関リポジトリ 

1-2-1. 設置数 

わが国は、機関リポジトリの設置数では世界一となっている 12)。その原動力となってい

るのが、国立情報学研究所の共用リポジトリサービス JAIRO Cloud である。オープンアクセ

スリポジトリ推進協会（JPCOAR）に参加している 543機関（2018年 2月 14日時点）のうち、

478 機関が JAIRO Cloudを使用しており 13)、その存在感が高まっている。 

 
1-2-2. コンテンツ 

機関リポジトリ数に比して、わが国のリポジトリで公開されているコンテンツ数は、他国

に比べると多くはない 12)。その中で、紀要論文が多くを占めているのが特徴といえる。ま

た、博士論文の比率も比較的高く、2013 年の学位規則の改正で義務付けられた博士論文の
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インターネット公表の基盤としての役割を、リポジトリが果たしていることがうかがえる。 

 
1-2-3. 組織 

わが国では、2006～2017年に活動したデジタルリポジトリ連合（DRF）が、機関リポジト

リに関するコミュニティとして、リポジトリに関する知見の共有や人材の育成、広報等に大

きな貢献を果たした。2016年に発足した JPCOARは、DRFの事業を継承しつつ、JAIRO Cloud

の運営や機能改善など、より実務面にコミットした、持続可能なオープンアクセスを支える

コミュニティとして活動している。 

 
1-2-4. 技術 

国際的な団体であるオープンアクセスリポジトリ連合（COAR）は、次世代リポジトリの機

能要件および技術勧告を発表し、今後の学術コミュニケーション基盤としてのリポジトリ

に求められる付加価値サービスについての提言を行った 14)15)。わが国でも、JPCOAR と NII

が共同で設置したタスクフォースが、次世代リポジトリの機能に関する提案を行っている

16)。また、リポジトリ初期から使われてきたメタデータ規格 junii2 に代わり、国際的な相

互運用性や識別子への対応に重点を置いた JPCOARスキーマが発表されており 17)、今後普及

が見込まれる。 

 
1-3. 主題別リポジトリ（プレプリント公開サーバを含む） 

研究機関ごとのリポジトリとは別に、機関を横断した分野別のリポジトリについても、近

年その動向が変化しつつある。 

プレプリント公開サーバとしては、物理学や数学における arXiv、社会科学における SSRN

が定着していたが、2016年ごろから米国の Center for Open Scienceの提供するプラット

フォーム 18)において、各種分野のプレプリントサーバが次々と立ち上がり、これまでプレ

プリント流通の文化がなかった分野で普及するかどうか注目されている。また、大手出版社

のエルゼビアが SSRN を買収する 19)など、ビジネスとしての動きも見られる。 

著者最終稿を収録するリポジトリとしては、医学分野における PMC（旧 PubMed Central）

が、NIH による OA 義務化方針の受け皿であり、出版社側がデポジットするシステムが定着

しているため、順調にコンテンツを確保しているが、他の分野ではあまり普及していない。 

 
1-4. OA ジャーナル 

いくつかタイプがある OA ジャーナルの中で主流となっているのは、雑誌全体が OA とな

っている「フル OA」と、既存の購読料モデルの雑誌に、論文単位で OAにできるオプション

を設けた「ハイブリッド OA」である。フル OAのやや特殊な例として、高エネルギー物理学

分野における SCOAP3 のように、購読料モデルであった雑誌を、研究機関が出版費用を共同

負担することで OA化する動き 20)も、限定的ながら存在する。 
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OA義務化の流れを背景に、ゴールド OAの論文数や雑誌数は高い伸びを続けており 21)、従

来型の出版社がフル OA ジャーナルを創刊する事例も相次いでいる。また、PLOS ONE や

Scientific Research のように、年間に万単位の論文を掲載するメガジャーナルと呼ばれる

雑誌も出てきて、Impact Factorを得るなど存在感を増している。 

わが国からの投稿状況については、アンケート調査 22)23)や文献データベースをもとにし

た調査 24)があり、いずれも増加傾向にあるとの結果が出ている。 

 
2. 課題 

2-1. OA ポリシー 

OA を持続可能なものとするためには、OA に関わることを図書館の業務に位置づけたり、

研究者に OA の意識を根付かせたりすることが必要で、そのためには、研究機関や助成機関

が、OA を推進ないし義務化する旨のポリシーを策定することが有効である。しかし、現在

のところ OA に関するポリシーを定めている機関は、わが国では少数にとどまっている 25)。 

 
2-2. 機関リポジトリ 

わが国においては、先述のとおり紀要や学位論文の公開基盤としては機関リポジトリが

主たる位置を占めつつあるものの、グリーン OAの受け皿としての役割は、いまだ限定的で

ある。ゴールド OA に比べてグリーン OA は研究者の認知が今でも不足しているとの指摘も

あり 26)、依然として認知の向上が課題となっている。 

 
2-3. OAジャーナル 

OA ジャーナルへの投稿の増加にともない、出版社に支払われる APC も増えていると想定

されるが、APC の支払いには図書館は関与していないことがほとんどであり 22)、現状、APC

の総額を把握することは困難である。そのため、学術情報流通にかかっているコストを機関

が把握できていないという問題が生じている。加えて、ハイブリッド OAに関しては、購読

料を支払っているうえに、自機関の研究者が費用を払って OAにした場合、費用の二重取り

（ダブル・ディッピング）ではないかとの批判が、当初より根強い。 

また、近年創刊される OA ジャーナルの中には、APC 目当てで十分な査読や編集を行わな

い雑誌（“predatory journal”などと呼ばれる）も少なくないとみられるが 27)、研究者か

らは判別が難しかったり、業績を急ぐ研究者が投稿したりする例もあり、注意が必要である。 

 

3. 方向性 

3-1. OA ポリシーの制定 

OA ポリシー未制定の機関は、制定に向けた動きを進めることが求められる。JPCOARやハ

ーバード大学が、ポリシーを制定する機関のためのガイドを発表している 28)29)。 
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3-2. 機関リポジトリ 

リポジトリでの公開が、研究者のワークフローに根付いていたり、研究者が意識しなくと

も自動で行われたりすることが、コンテンツの順調な増加につながるというのが、arXivや

PMC の例から分かる。この観点からは、業績等を収録する研究者情報との連携が有力な解と

なろう。ORCID 等の識別子により、学外のデータベースとも連携できれば、より有効に機能

すると考えられ、JPCOARのタスクフォースにおいても検討が進められている。 

 
3-3. OA ジャーナル 

2015 年に独マックス・プランク研究所から、各国が歩調を合わせて現在支払っている購

読料をすべて APC に振り替えれば、世界中の 200万本の論文を即座に OA化できるという提

案が行われた。これをもとに OA2020 というイニシアチブが活動を開始しており、日本の

JUSTICE を含む、世界各国の大学や機関から関心表明が集まっている 30)。 

また、中間的な形態として、購読料と APCを一括で支払うことで、ハイブリッド誌での OA

出版を追加費用なしで可能とするオフセット契約は、すでにいくつかの国で実施が始まっ

ており 31)32)、その効果が注目される。 

こうした動きを進めるためのベースとなるデータとして、各機関が負担している APC の

把握は必要である。Web of Scienceや Scopusが論文単位でのオープンアクセス情報を提供

しており、これに ORCIDを組み合わせるなど、APC調査の手法の開発が期待される。 
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F. オープンデータ 

 

1. 現状 

1-1. オープンデータとは 

オープンデータとは組織や個人が持つデータをインターネットを通じて広く公開し、第

三者に利活用の機会を供することである 1)。政府・地方自治体の行政データの情報公開の文

脈で言及されることが多いが、学術の世界においては、研究の成果として収集・生成される

研究データをオープンにすることを指す。オープンアクセスが文献へのアクセスを対象と

するのに対して、オープンデータは研究に関するデータそのものへのアクセスを対象とし

ている。オープンデータの要件として、機械可読に適したデータであること、二次利用可能

な形での公開などが挙げられ、最終的な段階としては Linked Data としての公開が望まれ

ている 2)。公的資金による文献・データ両方のオープン化とそれによる新たな知の創出を目

指すオープンサイエンスの運動との関連で言及されることが多い 3)。 

 
1-2. 政策等 

オープンデータはまず海外で注目され、発展してきた。特に、2013年 6月の G8科学大臣

会合の共同声明において研究データのオープン化について言及されたことにより、世界的

に議論が加速している 4)。また、2016年 5月の G7 科学技術大臣会合では議題の一つにオー

プンサイエンスが提案され、採択された「つくばコミュニケ」では、オープンサイエンスに

関する作業部会を設置することが明記された 5)。また、オープンデータの活動を支える団体

の活動も活発である。2013 年 3 月にデータ共有のための国際的なコンソーシアム RDA

（Research Data Alliance）が創設され、研究者等による提案・検討が進んでいる。地域別

では、欧州では欧州委員会によって 2015 年より始まっている欧州オープンサイエンスクラ

ウド計画等により、研究データ基盤構築が目指されている他、米国では OSF（Open Science 

Framework）などによって、基盤整備が進められている。各機関が運営するデータリポジト

リとしては、エジンバラ大学の DataShareやパデュー大学の PURR などが挙げられる 6)。 

海外の動向を受け、国内においても政府主導でオープンデータに関する考え方の整理や

ルール作りが目指されている。2015 年 3 月、内閣府の国際的動向を踏まえたオープンサイ

エンスに関する検討会の報告書にて、オープンサイエンスの重要性と研究データのオープ

ン化について言及があった 3)。さらに、2016 年 1 月の「第 5 期科学技術基本計画」にて研

究二次データの公開が目指され国としての方針が示された 7)。2016 年 2 月の科学技術・学

術審議会学術分科会学術情報委員会の「学術情報のオープン化の推進について（審議まと

め）」においても研究データのオープン化が目指されている 8)。現在も、内閣府の国際的動

向を踏まえたオープンサイエンスの推進に関する検討会や、文部科学省の第 9 期学術情報

委員会、総合政策特別委員会等で検討が進んでいる 9)10)11)。 

また、「第 5期科学技術基本計画」等の政策を受け、その実体化に向けての準備が NIIオ
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ープンサイエンス基盤研究センター等により進められている。研究データ管理基盤、検索基

盤、公開基盤を担う情報インフラを構築し、平成 32年度に本格運用の開始を予定している。

なお、管理基盤は、クラウドストレージや各機関が運用しているストレージと連携をとると

いう形が想定されている 12)13)。また、JPCOAR（オープンアクセスリポジトリ推進協会）によ

り、「RDMトレーニングツール」の作成や gacco を利用したオンライン講座が行われるなど、

リポジトリのコミュニティレベルでの推進の動きもみられる 14)15) 。 

 
1-3. 国内研究機関・研究コミュニティ等の状況 

オープンデータおよびオープンサイエンスを進めるための前提として、各機関がデータ

の取り扱いに関する方針を定めることが期待されている。この方針は、研究者がデータ管理

計画書（DMP, Data Management Plan）を作成し、これに基づいて研究データを適切に管理

することを義務づけるとともに、公開可能なデータについてはデータベース等によってア

クセス可能にすることを推奨するものである 3)16)17)18)。データ管理計画とは、研究データの

取り扱いを定めるものであり、データの種類、フォーマット、アクセスおよび共有のための

方針、計画などを指す 8)。データ管理計画を作成するにあたっては、データの収集、整理方

法の決定に加えて、倫理、法律上の問題や保管、公開方法を検討する必要がある 14)。国内お

いては、科学技術振興機構等一部の研究資金配分機関で導入が進んでいる 19)20)。 

一方、政府や各機関の取り組みとは別に、以前から一部の研究コミュニティにおいて研究

データの共有の取り組みが行われてきた 8)。ただし、研究分野により取組に違いがあり、全

分野においてはデータの公開の動きはそれ程進んでいない 21)。また、日本学術会議の「オ

ープンサイエンスの取組に関する検討委員会」によってアンケート、提言等も行われている

22)23)。一方、研究者の中にはデータを公開することによって引用されずに利用されることを

懸念する声もある 24)。引用の適正化に関する対策として、データへの DOI の付与が目指さ

れており、既に登録実験も行われている 25)。研究者のオープンデータを推進していくため、

データそのものを成果として評価対象とするべきという報告もある 8)16)。また、クラリベイ

ト・アナリティクス社から Data Citation Indexが提供されるなど、データの引用状況を把

握するためのツールもあらわれつつある 26)27)。データそのものを投稿対象とするデータジ

ャーナルの出版も進んでいる 28)29)。 

 
2. 課題 

オープンデータの推進にあたっては、様々な観点からの課題が存在するが、ここでは特に

各研究機関のレベルで課題となるであろう事項について記載する。 

研究機関は機関としての方針を定めることが期待されている。ただし、オープンデータは

機関内に十分浸透しているとは言いがたい 30)。そのため、まずは機関内での意識の共有が

最初の課題となると思われる。特に「第 5期科学技術基本計画」においては、科学技術イノ

ベーション政策の推進が目指され、オープンサイエンスの推進はその政策の基盤の一つと
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して位置付けられており、イノベーション部門との適切な関係性の構築が求められる 7)。オ

ープンサイエンスの推進にあたっては、商業利用や研究成果の社会実装のために公開を制

限すべきデータまで公開してしまうことや、国費を投じた研究成果に対するただ乗り（フリ

ーライド）が懸念されている状況もある 31)32)。また、事実を収集しただけの独創性の無いデ

ータは著作権法等の保護対象とならないため、公開する場合の権利関係の扱いも課題とな

る 14)33)。それらの問題を十分考慮したうえで、議論を進める必要がある。 

また、オープンデータを推進するにあたって、機関内でどのようなデータが作成され、ど

のように管理されているかという実態把握が必要であろう。国内においては、研究不正への

対応という観点から、文部科学省のガイドラインが定められており、それに基づき各研究機

関でデータの保存、管理に関するガイドラインはある程度普及している 34)30)。これは公開

を前提としたものではないため、オープンデータにそのまま適用できるものではないが、デ

ータの現状把握という意味では関係が深い。機関内の研究者によるデータの公開には様々

な課題が存在する可能性が高く、より詳細な実態把握が望まれる 24)。 

一方、助成機関や出版社の動きへの対応の必要も生じている。助成機関による資金援助を

受けた研究のデータの公開を推奨する動きや、雑誌掲載論文のエビデンスデータの公開を

推奨・義務化する動きが進んでいる 20)35)36)37)38)39)。そのため、適切なデータの公開方法を研

究者に助言するサービス体制の構築が課題として考えられる 40)41)42)。また、公開先として既

存の主題別データリポジトリ等が推奨されることが多いが、適切なリポジトリが存在しな

い分野や幅広いデータに対応するため、各機関がデータ公開先としての役割を果たすこと

も求められている 8)28)。また、機関外のリポジトリに登録したデータをどのように機関とし

て管理していくかも課題となるだろう 43)。 

最後に、オープンサイエンスを推進するにあたって、機関内で研究データを専門的に取り

扱える人材の育成の必要性が指摘されている 8)。オープンデータについても同様であり、分

野ごとに性質の異なる様々なデータを適切に扱う人材の育成が必要である。例えば、データ

のアクセス性を高めるためには適切なメタデータの付与が重要であるが、その作成にはス

キーマに関する知識、データの内容に関する知識、データの作成過程や保存フォーマットに

関する知識等が必要となる 14)17)40)。なお、国内では 2018 年 1月に東京大学がオープンデー

タに関する教育を目的としたオープンデータセンターを設立している 44)。 

 
3. 方向性 

オープンデータについては今後議論が進むにつれ状況も変化していくと思われるが、国

内においては各機関のオープンデータの実装を担うであろう NII オープンサイエンス基盤

研究センターによる共通基盤を実用に足るものとすべく各関係機関で議論を深めていく必

要がある。一方、各機関における方針策定やデータ管理計画の導入を進めるため、包括的な

レベルでのガイドラインの制定や、データの現状に関するさらなる調査が望まれる。また、

助成財団や学術雑誌等におけるデータ公開の義務化など、現在既に各機関で対応する必要
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も生じており、実情に応じた柔軟な処置も必要となるだろう。 
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G. デジタルアーカイブ 

 
1. 現状 

 本項で述べるデジタルアーカイブは、内閣府の知的財産戦略本部に設置されたデジタル

アーカイブの連携に関する関係省庁等連絡会・実務者協議会による「我が国におけるデジタ

ルアーカイブ推進の方向性」1)の定義に従い「様々なデジタル情報資源を収集・保存・ 提供

する仕組みの総体」とする。よって大学図書館になじみ深い「機関リポジトリ」や「所蔵資

料デジタルアーカイブ」などを包含する用語である。 

 さて、大学の機関内で生産される研究成果物を収集・保存・公開する機関リポジトリの整

備は進み、各機関リポジトリを横断検索できるポータルサイト JAIROにおいて 2018年 3月

29 日現在、684 機関 3,245,198 件のデータが検索可能となっており、2010 年 1 月時点での

「115 の機関リポジトリ、約 56 万件の論文等」2)という状況からかなりの発展を遂げた。

また 2012 年度より運用開始されたクラウド型の機関リポジトリ環境提供サービス JAIRO 

Cloudは 2017年 9月 30日現在で 541の機関が利用しておりリポジトリの維持管理の省力化

も進んでいる。 

 「所蔵資料デジタルアーカイブ」については 80 大学から 38 万件余りが公開されている

という報告がある 3)。後述するが機関リポジトリと比較して課題が多いのがこの種のデジタ

ルアーカイブである。その中でも注目すべきは、国文学研究資料館による新日本古典籍総合

データベースである。（2017年 10 月 27日に正式公開。公開時点での収録古典籍数は約 7万

点）。これまでの国内デジタルアーカイブの課題に対応した先進的な例の 1つとなっている

4)。 

 海外の状況に目を向けると、欧州の Europeana、米国の DPLA（Digital Public Library 

of America）といった先進事例がある 1)5)6)。これらは参加国内の様々な分野・領域のアーカ

イブ機関が連携し、各機関が保有する多様なデジタルコンテンツのメタデータをまとめて

インターネットで検索・閲覧できるシステムである。いずれも検索サービス提供機関とコン

テンツ作成・保有機関が分かれており、Europeanaを例に取ると、コンテンツのメタデータ

集約、統合検索機能提供、さらに自由に利用できるメタデータの API（Application 

Programming Interface）を通じた提供、といった役割を Europeanaがはたし、資料画像フ

ァイル等コンテンツ自体は各機関が持つ。規模が異なるが、先述の「機関リポジトリ」や「所

蔵資料デジタルアーカイブ」は後者に相当し、Europeana に相当するのが JAIROということ

になる。そして両者をつなぐためにアグリゲーターと呼ばれる、国や分野ごとのまとめ役が

存在し、コンテンツのメタデータの集約および質の確保、ポータル等でのそれらの提供、デ

ジタルコンテンツの拡充の推進といった役割を担う 7)。この構造により大規模なデジタルア

ーカイブの運営維持が可能となっており、その結果、Europeanaは合計 100を超えるアグリ

ゲーターを通じて、43か国約 3,500機関から、5400万件以上のデジタルコンテンツのメタ

データを検索対象とする巨大な分野横断統合ポータルとなっている。 
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そのような海外先進事例を受け、我が国は政策としてデジタルアーカイブ構築とその利

活用促進を進めようとしている。内閣府の知的財産戦略本部の下に、先述のデジタルアーカ

イブの連携に関する関係省庁等連絡会・実務者協議会が 2015 年度に設置され、2017年 4月

に「我が国におけるデジタルアーカイブ推進の方向性」および「デジタルアーカイブの構築・

共有・活用ガイドライン」を作成した。そして同年にはデジタルアーカイブジャパン推進委

員会が設置され、その下でデジタルアーカイブ産学官フォーラム 2017（11月）や実務者検

討委員会（10、12、1月）が開かれ議論が進められている 8)9)。 

研究分野からのデジタルアーカイブ整備の要請もある。デジタル・ヒューマニティーズや

デジタル人文学と呼ばれる、コンピュータやインターネットといったデジタル技術を用い

従来の人文学研究を効率化することや、新たな知見を得ようとする研究分野における議論

の進展により、研究資料としての活用を意識した、フォーマットが共通化されたデータの蓄

積、デジタルアーカイブ構築が求められ始めている 10)。 

 
2. 課題 

 「機関リポジトリ」に関しては JAIROにより統合検索が可能となっているが、「所蔵資料

デジタルアーカイブ」はアーカイブごとに検索をする必要があり、統合的な検索システムは

整備されていないのが現状である。しかしそれは統合的な検索のために必要な、メタデータ

や画像等のデータの標準化や相互運用性を高めるといった方針を持たないで構築された場

合が多いためでもある 11)12)。 

 また利用促進の観点からは、コンテンツ公開にあたり、アクセスの永続性保証および再配

布・再利用を容易にするための利用規則設定が求められる。アクセス永続性は DOI の付与

13)を、再配布・再利用の容易化にはクリエイティブ・コモンズ・ライセンス表示 14)15)を施す

こと、もしくは保護期間の満了、継承者不在、権利放棄により公有化された著作物（パブリ

ックドメイン）であれば利用規則等を整理・変更 16)することで対応可能であるものの、前

提となる権利処理を始め、作業や諸手続きがあらたに生じるため、デジタルアーカイブの運

営機関によっては対応が容易ではないという事情があり進展していない 17)18)。 

 そしてデジタルアーカイブシステム自体の持続性には、安定的な人的・財政的リソースの

供給が必要であること、および継続的な機器更新の可能なデータ形式であることを要する

ため、その場しのぎではなく持続性を念頭に置いた管理運営面での配慮が必要といった課

題もある 19)。 

 
3. 方向性 

知的財産戦略本部決定の「知的財産推進計画 2017」によれば、我が国における今後のデ

ジタルアーカイブ推進の方向性として、国立国会図書館が検討を進める「ジャパンサーチ

（仮称）」を国の分野横断統合ポータルとして位置付け、2020 年までの構築を目指す計画で

あるという 20)21)22)。その計画では、Europeanaのアグリゲーターに相当する役割を「つなぎ
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役」と呼び、例えば図書館であれば、書籍等分野のつなぎ役の下、メタデータ整備とコンテ

ンツの拡充を行うことになる 23)。 

 先述の「デジタルアーカイブの構築・共有・活用ガイドライン」では望ましいアーカイブ

の要件として次のものが挙げられている 24)。 

 ①データベース形式のシステム、②多言語化対応、③URI（Uniform Resource Identifier）

を識別子としてメタデータに付与し、提供すること、④メタデータを容易に共有できる仕組

みがあること、⑤サムネイル/プレビュー表示ができること、それらが共有できること、⑥

デジタルコンテンツは標準的なフォーマットで提供すること。とくに④と⑥については具

体的な技術について記載があり、④メタデータの共有では、OAI-PMH、Linked Data、SPARQL 

Endpoint などが推奨され、また複数の API を備えることが望ましいとされている。⑥デジ

タルコンテンツ提供では、海外の主要なアーカイブ機関や新日本古典籍総合データベース

でも採用している、画像データ共有の仕組みの国際的な標準 IIIF（International Image 

Interoperability Framework）の導入検討を促している。 

これらの要件を満たすことで、他のアーカイブとの連携が可能となり、ひいては搭載デー

タの視認性や発見性の向上および利用の活性化につながることが期待される 25)26)27)。 

利用の活性化には提供・配布方法の工夫も必要と言える。その 1つがデータセットとして

の提供である。例えば人文学オープンデータ共同利用センターのウェブサイトで提供され

ている（2016年 11月 10日提供開始）、古典籍画像データ、書誌データ、本文テキストデー

タ、タグデータ（国文学研究資料館で付与した、画像文中の固有名詞のタグ情報。）のデー

タセットが挙げられる。2017 年 12月現在、古典籍 1,767点が提供されており、全てをダウ

ンロードすると ZIP ファイルで 665GB 以上となる規模のデータセットである 28)。また、こ

のデータセットはクリエイティブ・コモンズ・ライセンス（CC BY-SA）の下提供される「オ

ープンデータセット」と呼ばれる形式での提供となっており利活用が容易となっている。ま

た派生したデータセットとして提供された「江戸料理レシピデータセット」は「クックパッ

ド 江戸ご飯」に活用され話題となった 29)。 

資料をデジタル化して配信すれば完了、という時期は過ぎた。持続性のあるデジタルアー

カイブの構築を前提に、利用とその促進まで視野に入れた取り組みが求められているとい

えるだろう。先述の「ガイドライン」をもとに、新日本古典籍総合データベースのような先

進的な機能や提供方法を今後われわれのデジタルアーカイブのひとまず目指すべき要件と

して倣い改善しつつ、いずれ来る「ジャパンサーチ（仮称）」に備える必要がある 30)。 
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